
「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 3,029,437 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 3,448,805 千円

該当施策概要
子育て中の女性等を対象に、子ども連れでも来所しやすい環境を整備するとともに、担当
者制によるきめ細かな職業相談やそのニーズを踏まえた求人の確保等、再就職に向けた
総合的かつ一貫した支援を行っている。

担当府省庁
厚生労働省

職業安定局首席職業指導官室

通し番号  55 

本格的な人口減少時代に対応し、活力ある社会を維持するために、女性労働力の活用、
特に出産・子育て等で離職した者への再就職支援が喫緊の課題となっている一方、「就
業構造基本調査」では、就業を希望しながら求職活動を行っていない12歳未満の子ども
を持つ女性が約137万人いると推計されており、そのような子育て女性等の再就職を促進
する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

マザーズハローワーク事業

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（６）キャリア形成支援

② 特に育児等による制約がありながらも再就職して活躍を希望する女
性について、マザーズハローワーク、マザーズコーナーにおける支援を
強化する。また、それらの女性が再就職に向けた訓練を受けやすくなる
よう、訓練受講要件の緩和等の関連制度の見直しを検討するほか、公的
職業訓練におけるｅラーニングを試行実施し、活用方策を検討するとと
もに、短時間の訓練コースの設定や、訓練受講の際の託児サービス支援
の提供を推進する。
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拠
点

マ
ザ
ー
ズ
コ
ー
ナ
ー
（１

６
８
箇
所

※
２
８
年
度
新
設
箇
所
含
む
［
平
成

1
9
年
度
よ
り
設
置
］
）

・
マ
ザ

ー
ズ
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
未
設
置
地
域
で
あ
っ
て
、
県
庁
所

在
地
等

中
核
的

な
都

市
の
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
内

に
設

置
す
る
専
門
窓
口
。

※
子

育
て
女
性
等
と
は
、
子
育
て
中
の
女
性
の
ほ
か
、
子
育
て
中
の
男
性
、
子
育
て
を
す
る
予
定
の
あ
る
女
性
を
含
む
。

マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
（
２
１
箇
所

［
平
成

1
8
年
度
よ
り
設
置
］
）

・
子

育
て
女

性
等

（
※

）
に
対
す
る
再
就
職
支
援
を
実
施
す
る
専

門
の

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
。

・
札

幌
市

、
仙

台
市

、
さ
い
た
ま
市
、
千
葉
市
、
渋
谷
区
、
荒
川

区
、
立

川
市

、
横
浜

市
、
相

模
原

市
、
新

潟
市

、
静

岡
市
、
名
古
屋
市
、
京
都
市
、
大
阪
市
、

堺
市

、
神

戸
市

、
岡

山
市
、
広
島
市
、
福
岡
市
、
北
九
州
市
、
熊
本

市
に
設

置
。

求
職
活
動
の
準
備
が

整
い
､具

体
的

な
就

職
希

望
を
有

す
る
子
育

て
女

性
等

を
対
象
に
、
利
用
し
や
す
い
環

境
を
整

備
の

上
、
き
め
細

か
い
就

職
支

援
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
。

支
援

サ
ー
ビ
ス
の
特

徴

○
総
合

的
か
つ
一
貫
し
た
就
職
支
援

・
担

当
者
制
・
予
約
制
に
よ
る
き
め
細
か
な
職
業
相
談
・
職
業
紹
介

・
再

就
職
に
資
す
る
各
種
セ
ミ
ナ
ー
（
パ
ソ
コ
ン
技
能
講
習
な
ど
）
の
実
施
、
公
的
職
業
訓
練
へ
の
あ
っ
せ
ん

・
仕

事
と
子
育
て
が
両
立
し
や
す
い
求
人
情
報
の
収
集
・
提
供

・
求

職
者
の
希
望
や
ニ
ー
ズ
に
適
合
す
る
求
人
の
開
拓
、
事
業
所
情
報
の
提
供

・
マ

ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
ひ
と
り
親
専
門
の
相
談
員
を
配
置
し
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し
た
専
門
的
な

相
談

支
援
を
実
施

○
地
方

公
共
団
体
等
と
の
連
携
に
よ
る
保
育
サ
ー
ビ
ス
関
連
情
報
の
提
供

保
育
所
、
地
域
の
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
に
関
す
る
情
報
の
提
供
や
、
地
方
公
共
団
体
の
保
育
行
政
と
の
連
携

に
よ

る
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
現
状
等
に
係
る
説
明
会
の
開
催
等

○
子
ど

も
連
れ
で
来
所
し
や
す
い
環
境
の
整
備

・
職

業
相
談
中
の
子
ど
も
の
安
全
面
へ
の
配
慮
を
施
し
た
キ
ッ
ズ
コ
ー
ナ
ー
の
設
置
や
授
乳
ス
ペ
ー
ス
の
確
保

・
職

業
相
談
窓
口
へ
の
ベ
ビ
ー
チ
ェ
ア
の
配
置

【
マ
ザ
ー
ズ
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
で
の
相
談
の
様
子
】

【
キ
ッ
ズ
コ
ー
ナ
ー
】

【
授

乳
ス
ペ
ー
ス
の

ベ
ビ
ー
ベ
ッ
ド
】

【
保

育
所
情
報

】

マ
ザ

ー
ズ
ハ

ロ
ー
ワ
ー
ク
事

業
の

概
要

－185－



「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

○

28年度当初予算： 159,665 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 246,533 千円

該当施策概要

子育て女性等の就職可能性を高めるため、マザーズハローワーク（21所））に訓練専門の
就職支援ナビゲーター等を配置し、職業訓練情報の提供、受講の申込み等の受講のあっ
せん機能を強化するとともに、職業訓練受講給付金の支給、訓練終了者に対する就職支
援までをワンストップで実施する。
また、子育て女性等が再就職に向けた訓練を受けやすくなるよう、訓練受講要件の緩和
等の関連制度の見直しについて、労働政策審議会において今年度中に検討を実施する。

通し番号  56 

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

雇用情勢が着実に改善する状況において、すべての人が活躍できる社会を実現するた
め、安定した雇用に就くことを求める方々に対する能力開発機会を提供することが重要で
あり、特に育児等を機に離職した女性は、雇用から離れていた期間があるため、再就職
のための能力開発が必要となる。
このため、訓練受講を希望する子育て女性等への支援を強化するため、マザーズハロー
ワークにおける訓練関係業務のワンストップ化するほか、訓練の受講を育児との両立が
困難なことを理由に諦めることにならないよう、求職者支援制度の見直しの検討を実施す
る。

職業訓練受講者に対する支援の強化

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（６）キャリア形成支援

②　特に育児等による制約がありながらも再就職して活躍を希望する女性について、マ
ザーズハローワーク、マザーズコーナーにおける支援を強化する。また、それらの女性が
再就職に向けた訓練を受けやすくなるよう、訓練受講要件の緩和等の関連制度の見直し
を検討するほか、公的職業訓練におけるｅラーニングを試行実施し、活用方策を検討する
とともに、短時間の訓練コースの設定や、訓練受講の際の託児サービス支援の提供を推
進する。

担当府省庁
厚生労働省

職業安定局訓練受講者支援室
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●
わ
か

も
の
Ｈ

Ｗ
（

28
所

）
、

マ
ザ

ー
ズ

Ｈ
Ｗ

（
21

所
）
等
の

附
属

施
設
に
訓

練
ナ
ビ

及
び

相
談
員

を
配

置
し

、
職

業
訓

練
情

報
の

提
供

、
受
講
の

申
込
み

等
の

受
講

の
あ

っ
せ

ん
機

能
を

強
化
す

る
と
と

も
に

、
職
業
訓

練
受
講

給
付

金
の
支

給
、

訓
練

修
了

者
に

対
す

る
就

職
支

援
ま
で
を

ワ
ン
ス

ト
ッ

プ
で

実
施

す
る

。

●
職
業

訓
練
の

潜
在

的
ニ

ー
ズ

、
必

要
性

の
高

い
層
の

集
ま
る

施
設

に
対
す
る

訓
練
情

報
の

提
供
等

を
積

極
的

に
行

い
、

関
係

機
関

か
ら

Ｈ
Ｗ
、

附
属
施

設
へ

の
来

所
を

促
し

、
対

象
者

の
訓
練

誘
導
を

促
進

す
る
。

「
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総

活
躍

プ
ラ

ン
」

に
お

い
て

、
フ
リ

ー
タ
ー

等
へ

の
職
業
訓

練
の
あ

っ
せ

ん
強
化
や

子
育

て
女

性
等

に
対

す
る

マ
ザ

ー
ズ

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク
の

機
能

強
化

を
進

め
る

旨
が

盛
り

込
ま
れ

て
い
る

。
ま

た
、
2
8年

10
月
か

ら
、

求
職

者
支

援
訓

練
に

お
い
て

、
職
業

経
験

の
不
足
に

よ
り
長

期
的

に
フ
リ
ー

タ
ー

と
な

っ
て

い
る

者
や

ひ
と

り
親

家
庭
の
母

親
、
育

児
等

に
よ

る
ブ

ラ
ン

ク
の

あ
る

女
性
な

ど
の
個

々
の

ニ
ー
ズ
に

対
応
し

た
訓

練
（
短
時

間
の

訓
練

コ
ー

ス
・

託
児

サ
ー

ビ
ス

付
き
訓
練

コ
ー
ス

等
）

を
充

実
さ

せ
る

。
こ
の
た

め
、
「

わ
か

も
の

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

」
「

マ
ザ
ー

ズ
ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク
」
に

お
け
る

受
講

あ
っ
せ

ん
機

能
を

強
化

す
る

と
と

も
に

、
職

業
訓
練
受
講

給
付
金

の
支

給
、

就
職

支
援

ま
で

を
ワ

ン
ス
ト

ッ
プ
で

実
施

す
る
こ
と

に
よ
り

、
利

用
者
の

利
便

性
を

高
め

、
効

果
的

な
支

援
の

提
供
及
び
訓

練
へ
の

円
滑

な
誘

導
を

推
進

す
る

。

訓
練

ナ
ビ

等

訓
練

情
報

の
提

供

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

受
講

あ
っ

せ
ん

給
付

金
の

支
給

就
職

支
援

ワ
ン

ス
ト

ッ
プ

化
の

推
進

若
者

・
子

育
て

女
性

等

一
体

的
に

提
供

個
別
支
援 託

児
サ

ー
ビ
ス
等

セ
ミ
ナ
ー
・

グ
ル
ー
プ

ワ
ー
ク

既
存

の
サ

ー
ビ

ス
訓

練
関

係
の

サ
ー

ビ
ス

利
用

者
の

利
便

性
向

上
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

28年度当初予算： 67,674 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： - 千円

該当施策概要

担当府省庁

 ひとり親家庭の親等家庭的制約を抱える者等の求職者に対するeラーニングの試行的実
施及び効果的な受講確認方法等の検証を行う。

(取組状況)
平成28年5月に実施通達を発出、9月に有識者による検討委員会を立ち上げ、11～1月に
試行訓練を実施する。平成28年度末に、公的職業訓練への導入可能性を検討した結果
報告書をとりまとめる予定。

厚生労働省

職業能力開発局能力開発課

通し番号  57 

該当施策の政策手
段の分類

 eラーニングは、育児等により家庭的に制約を抱える親等にとって、利用しやすい職業能
力開発施策の有望なツールの一つとなる可能性がある。他方、受講状況確認手法が確
立されておらず、また中断率が非常に高いといった課題があり、eラーニングを公的職業
訓練と位置づけて実施する状況が整っていない状況にある。
 このため、eラーニングにおける受講確認方法等、公的職業訓練としての実施に当たって
の課題について、具体的方策を検討し、実際に検証することにより、公的職業訓練への
活用方策を検討する。

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（６）キャリア形成支援

公的職業訓練におけるeラーニング手法の導入に向けた調査検証

②　特に育児等による制約がありながらも再就職して活躍を希望する女性について、マ
ザーズハローワーク、マザーズコーナーにおける支援を強化する。また、それらの女性が
再就職に向けた訓練を受けやすくなるよう、訓練受講要件の緩和等の関連制度の見直し
を検討するほか、公的職業訓練におけるｅラーニングを試行実施し、活用方策を検討する
とともに、短時間の訓練コースの設定や、訓練受講の際の託児サービス支援の提供を推
進する。
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公
的

職
業

訓
練

に
お
け
る
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
手

法
の

導
入

に
向

け
た
調

査
検

証
事
業

＜
検

証
事

業
の

ス
キ
ー
ム
＞

１
．
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
は

、
育

児
等

の
家

庭
的

制
約

を
抱

え
る
求

職
者

の
訓

練
と
し
て
高

い
期

待
を
集

め
て
い
る
。

「
ひ
と
り
親

家
庭

・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
」（
平
成

２
７
年
８
月

２
８
日

副
大
臣

等
会
議
取
り
ま
と
め
）

（
２
．
支

援
策

の
充
実
の
考
え
方
／
（４

）仕
事

を
応
援

／
④
ひ
と
り
親

家
庭

の
親
が

利
用
し
や

す
い
職
業
能
力
開
発
の
推
進
）

「
～

職
業
訓

練
に
お
け
る
Ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
の

活
用

を
促

進
す
る
」

２
．
一

方
、
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
は

、
①

受
講

状
況

の
確

認
に
は

技
術

的
な
工

夫
が

必
要

、
②

途
中

断
念

を
防

止
す

る
た
め
の

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
維

持
努

力
が

必
要

等
の

課
題

が
存

在
す
る
。

→
ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
固

有
の

課
題

を
整

理
・
検

証
し
、
公

的
職

業
訓

練
へ

の
導

入
可

能
性

等
を
検

証
す
る
。

厚
生

労
働

省

事
業

実
施

業
者

委
託

民
間

訓
練

実
施

機
関

（
Ａ
）

民
間

訓
練

実
施

機
関

（
Ｂ
）

民
間

訓
練

実
施

機
関

（
Ｃ
）

全
体
総
括
、
訓
練
結
果
の
収
集
・
分
析

、
有

識
者

会
議

の
開

催
等

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

求
職

者

ｅ
ラ
ー
ニ
ン
グ
訓

練
の

実
施

と
結
果
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

Ｊ
Ｅ
Ｅ
Ｄ
（
訓

練
を
委

託
）
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「女性活躍加速のための重点方針2016」該当箇所

大項目

中項目

小項目

細項目

該当施策名
（事業名）

当該施策の背景・
目的

○

○

28年度当初予算： 837,627 千円
28年度一次補正予算： - 千円
28年度二次補正予算： - 千円

29年度要求予算： 757,751 千円

該当施策概要

 公的職業訓練において、託児サービス支援付きの訓練コース及び短時間訓練コースの
設定等を促進する。

(取組状況）
・託児サービス支援付きの訓練コースについて、公共職業訓練において委託訓練では平
成22年度から、施設内訓練では平成27年度から実施
・短時間訓練コースについて、公共職業訓練において平成27年度から実施
・求職者支援訓練においては、両コースを平成28年10月から実施予定

担当府省庁
厚生労働省

職業能力開発局能力開発課

通し番号  58 

 少子高齢化が進み労働力不足が懸念される我が国において、女性が活躍できる社会の
実現が重要な課題となっており、公的職業訓練において、結婚・出産・育児等を機に離職
した女性が再就職できるよう、育児と能力開発の両立を支援する取り組みを推進する必
要がある。子育て中の女性が職業訓練を受講できるよう、託児サービス支援付きの訓練
コースを提供するとともに、１日の訓練時間数を短く設定した短時間訓練コースの設定等
を促進する。

該当施策の政策手
段の分類

法令・制度改正

税制改正要望

予算

機構定員要求

その他（具体的に）

公的職業訓練における託児サービス支援付き訓練コースや短時間訓練コースの推進

Ⅰ．あらゆる分野における女性の活躍

２．あらゆる分野における女性の参画拡大・人材育成

（６）キャリア形成支援

②　特に育児等による制約がありながらも再就職して活躍を希望する女性について、マ
ザーズハローワーク、マザーズコーナーにおける支援を強化する。また、それらの女性が
再就職に向けた訓練を受けやすくなるよう、訓練受講要件の緩和等の関連制度の見直し
を検討するほか、公的職業訓練におけるｅラーニングを試行実施し、活用方策を検討する
とともに、短時間の訓練コースの設定や、訓練受講の際の託児サービス支援の提供を推
進する。
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●
離

職
に

よ
る

ブ
ラ

ン
ク

に
対

応
す

る
た

め
に

は
、

実
践

的
な

職
業

能
力

の
開

発
へ

の
支

援
が

必
要

●
現

在
、

公
共

職
業

訓
練

（
委

託
訓

練
）

及
び

求
職

者
支

援
訓

練
受

講
者

の
約

７
割

を
女

性
が

占
め

る
状

況
●

し
か

し
、

育
児

と
能

力
開

発
の

両
立

は
困

難
＜

訓
練

の
多

く
が
５
～

６
時
間

／
日
で
あ
り
、
育
児
と
の
両
立
が
困
難
＞

○
短
時
間
訓
練
コ
ー
ス
の
実
施

育
児
等
で
キ
ャ
リ
ア
を
中
断
し
た
女
性
の
再
就
職
を
支
援
す
る
た
め
、
育
児
等
の
時
間

に
配
慮
し
１
日
の
訓
練
時
間
数
を
短
く
設
定
し
た
短
時
間
訓
練
コ
ー
ス
（
育
児
と
職
業

訓
練
の
両
立
が
可
能
）
を
推
進
し
、
実
践
力
を
養
成
す
る
。

○
託
児
サ
ー
ビ
ス
の
実
施

保
育
所
等
に
預
け
ら
れ
な
い
子
の
育
児
の
た
め
職
業
訓
練
を
受
講
す
る
こ
と
が
困
難
な

求
職
者
に
対
し
、
受
講
の
際
の
託
児
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
を
推
進
す
る
。

女
性

の
ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応

じ
た
公

的
職

業
訓

練
の

推
進

出
産

・
育

児
を

理
由

と
す

る
離

職
後

の
再

就
職

に
向

け
た

能
力

開
発

の
主

な
課

題
等

（
託

児
サ
ー

ビ
ス
の
様

子
）

利
用

者
の

声

・
託

児
付

き
の

職
業

訓
練

で
し

た
の

で
、

子
供

を
預

け
て

勉
強

が
出

来
て

、
と

て
も

あ
り

が
た

く
思

い
ま

し
た

。
自

分
も

子
供

も
大

き
く

成
長

し
、

こ
れ

か
ら

自
信

を
も

っ
て

就
職

す
る

こ
と

が
出

来
る

と
思

い
ま

す
。

・
託

児
付

き
の

訓
練

を
探

し
て

い
た

の
で

、
子

供
も

安
心

し
て

預
け

る
こ

と
が

出
来

、
講

座
も

集
中

し
て

学
べ

ま
し

た
。
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